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エネルギー選択の大きな流れ
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エネルギー政策基本法の概要

• ２００２年６月 公布・施行

エネルギーの需給に関する施策の基本方針

①安定供給の確保（供給源の多様化、自給率の向上、エネルギー分野における安全保障)

②環境への適合（地球温暖化の防止、地球環境の保全、循環社会の形成)

③市場原理の活用(上記2点の政策目的を十分考慮しつつ規制緩和などの政策を推進）

④政府はエネルギー基本計画を定めること

＊目的はエネルギー政策の大きな方向性を示すこと
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エネルギー基本計画の概要

• 2003（H１４）年10月 エネルギー基本計画（第一次）の閣議決定・国会報告

「長期的、総合的かつ計画的に講ずべき施策」

1 エネルギー需給対策の推進

2 多様なエネルギーの開発、導入および利用

①原子力の開発、導入および利用

・原子力発電・・・・・「基幹電源」として推進

・核燃料サイクルの推進・・・・・安全確保、核不拡散を前提、プルサーマルを当面の中軸

②原子力の安全確保と安心の醸成

③新エネルギーの開発、導入および利用

④ガス体エネルギーの開発、導入および利用

⑤石炭の開発、導入および利用

3 石油の安定供給確保など
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エネルギー基本計画策定の経緯

• ２００３年１０月：第１次エネルギー基本計画の閣議決定

• ２００７年３月：第２次改訂

• ２０１０年６月：第３次改定（電源構成における原子力及び

再生可能エネルギー由来の電源比率を約7割にするとの目標）

• ２０１１年３月：東京電力福島第一原子力発電所事故が発生

当時の民主党政権は「原発ゼロ」を掲げた。

• ２０１４年４月に第４次改定

原発は「重要なベースロード電源」と方針変更

• ２０１８年７月：総合資源エネルギー調査会（経産相の諮問機関）の

分科会で議論され、第5次改定（詳細後述）
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第３次エネルギー基本計画における原子力の位置付け
（東京電力福島第一原子力発電所の事故前）

• 供給安定性と経済性に優れた準国産エネルギー

• 発電過程に二酸化炭素を排出しない低炭素電源の中核として我が国の基幹電源

• 原子力政策大綱（２００５年１０月閣議決定）では「２０３０年以後も総発電電力量

の３０～４０％程度以上の供給割合を原子力発電が担う」 との方針

• 第3次改訂のエネルギー基本計画では２０３０年時点における原子力比は５３％

（２０２０年までに９基、２０３０年までに１４基以上の新設）とされていた。

• これは地球温暖化対策として、２０３０年にＣＯ２を１９９０年比で３０％削減する

との目標を達成するために必要なもの
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第４次エネルギー基本計画における原子力の位置付け
（東京電力福島第一原子力発電所の事故後）

• 事故後の「エネルギー基本計画」（第4次改訂、２０１４年４月閣議決

定）では、原子力は低炭素の準国産エネルギー源、温室効果ガスの

排出も少ないことから、安全性の確保を大前提に、エネルギー需給

構造の安定性に寄与する「重要なベースロード電源」との位置づけ

• エネルギ―長期需給見通し（２０１５年７月閣議決定）では、

２０３０年での電源構成（エネルギーミックス）を、

原子力発電比率２０～２２％、再生可能エネルギーは２２％～２４％

水力・石炭火力・原子力等によるベースロード電源比率は５６％程度、

などと定めた。
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地球温暖化問題への対応（１/２）

１、２００９年７月のG8のイタリア・ラクイラ・サミット首脳宣言では、「２０５０年度

に温室効果ガスを１９９０年度と比べて、８０％減らす」とされている。

２、ＣＯＰ２１ ２０１５年１２月１２日：１９６か国・地域が参加し「パリ協定」に合意

１）すべての主要な温室効果ガス排出国が参加して地球規模で大きな実効性

をもつ国際枠組みの構築を目指す

２）世界的な平均気温上昇を産業革命以前に比べて2℃より十分低く保つ

とともに、1.5℃に抑える努力を追求する

３）各締約国は、累次の「貢献」（削減目標・行動）を作成、提出、維持する。

また、「貢献」の目的を達成するための国内措置をとる。

＊２０１６年５月の伊勢志摩サミットで表明し実行に移していくこととした
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地球温暖化問題への対応（２/２）

３、地球温暖化対策計画（２０１６年５月１３日閣議決定）

１）日本の中期目標：２０３０年度において、２０１３年度比で２６％減の水準とする

２）長期的目標として２０５０年までに８０％の温室効果ガスの排出削減を目指す

４、国連の気候変動に関する政府間パネル（IPCC）が特別報告書を発表

（2018年10月8日）

1）世界の平均気温は現在までにすでに、１． 0度上昇

2）このままでは、世界の平均気温は、産業革命前と比べ２０３０年～５２年に１．５度上昇

洪水や干ばつなどの異常気象や自然災害が起こりやすくなる。

3）１．５度に抑えるには２０５０年前後に、二酸化炭素の排出量を実質ゼロにする

必要

4）２０５０年ごろに全発電量に占める再生可能エネルギーの割合を約8割まで

高め石炭火力はほぼゼロとすることが必要

＊２０１８年１２月２日からポーランドで開催予定のCOP２４の議論の科学的根拠となる

92018年11月30日 シンビオ社会研究会 エネルギー勉強会



我が国の温室効果ガス排出量の推移
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第５次エネルギー基本計画の概要（１/３）

第2章 ２０３０年に向けた基本的な方針と政策対応

（2015年7月閣議決定の長期エネルギー需給見通しの実現）

１）各種電源の位置づけ

• 再生可能エネルギーは、エネルギー安全保障にも寄与できる有望かつ多様で、長期を展望した

環境負荷の低減を見据えつつ活用していく重要な低炭素の国産エネルギー源。主力電源への布石

• 原子力は、安全性の確保を大前提に、長期的なエネルギー需給構造の安定性に寄与する

ベースロード電源。「依存度は可能な限り低減していく」。

• 石炭は、高効率化・次世代化を推進するとともにガス利用へのシフトと非効率石炭のフェードアウト

に取り組むなど、長期を展望した環境負荷の低減を見据えつつ活用

• 天然ガスは、長期を展望した環境負荷の低減を見据えつつその役割を拡大していく

重要なエネルギー源
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第５次エネルギー基本計画の概要（２/３）

第2章 ２０３０年に向けた基本的な方針と政策対応
（２０１５年7月閣議決定の長期エネルギー需給見通しの実現）

２）エネルギーミックス

３E＋Sの原則の下、徹底した省エネルギーに加え、

再生可能エネルギー：２２～２４％、原子力：２２～２０％、

化石燃料(天然ガス、石油、石炭）：５６％を目指す。

３）温室効果ガス排出量の２６％削減が可能となる

3E+S:Energy Security, Economic Efficiency, Environment + Safety
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第５次エネルギー基本計画の概要（３/３）

第3章 ２０５０年にむけたエネルギー転換・脱炭素化への挑戦

－２０５０年を見据えたシナリオの設計ー

• 再生可能エネルギー：経済的に自立した脱炭素化した主力電源化を目指す。

• 原子力：依存度は可能な限り低減させる。脱炭素化の選択肢。

人材・技術・産業基盤の強化に直ちに着手し、安全性・経済性に優れた炉の追求、

バックエンド問題の解決に向けた技術開発を進める。

• 火力：脱炭素化が実現するまでの過渡期において、化石エネルギー源はなお主役

過渡期の方針は、よりクリーンなガス利用へのシフトと非効率石炭の

フェードアウト。長期的にはCCS（二酸化炭素の回収、貯留)や水素転換を日本が主導

• 温室効果ガスは８０％の削減を目指す
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エネルギー・環境に関する報告書 年表

2014年4月11日 第4次エネルギー基本計画 経済産業省

2014年12月3日 エネルギー関係技術開発ロードマップ 経済産業省

2015年7月16日 エネルギー長期需給見通し 経済産業省

2015年9月25日 SDGｓに基づく持続可能な開発シナリオ 国連

2015年12月12日 パリ協定 国連

2016年4月19日 エネルギー・環境イノベーション戦略 総合科学技術・イノベーション会議

2016年5月13日 地球温暖化対策計画 環境省

2017年12月26日 水素基本戦略 再生可能エネルギー・水素等関係閣僚会議

2018年4月10日 エネルギー情勢懇談会　提言 エネルギー情勢懇談会

2018年4月17日 第5次環境基本計画 環境省

2018年7月3日 第5次エネルギー基本計画 経済産業省



主な論点（１/３）

１ 「エネルギーの安定供給」面の問題

１）化石燃料の調達先の地政学的不安定さのリスク

２）再生可能エネルギー（太陽光、風力）の供給不安定さと低稼働率

３）原子力の長期停止リスク(安全規制、訴訟、核燃料サイクル問題や

廃棄物処分など）

２ 「経済効率性の向上」面の問題

１）再生可能エネルギーの経済的自立化の可否

２）再生可能エネルギーのバックアップ電源、電力網の整備等のコスト

アップ対応

３）化石燃料の価格不安定、原子力発電の代替燃料費の上昇

３ 「環境への適合」面の問題

１）化石燃料への依存度をどこまで下げられるか？
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主な論点（２/３）

４ 「エネルギーミックス実現」の問題
１）２０３０年に原子力２２～２０％実現
・既設プラントの高稼働率、60年運転や80年運転あるいは/及び
原子力のリプレース、新増設が必要ではないか？

２）２０３０年に再生可能エネルギー２２～２４％実現
・多くの技術開発（蓄電システム）や設備投資（送電網の整備）が必要

３）再生可能エネルギーを「主力電源化」し、原子力を「依存度を可能な限り
低減していく」ことは、方向性として妥当か？

５ 基盤・横断的な問題
１）エネルギー問題に対する国民的理解を深めるためのコミュニケーション
のあり方（広報の在り方、エネルギー教育の推進、対話型双方向コミュニ
ケーションの充実）
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主な論点（３/３）
２）技術的課題克服のためのロードマップと評価システムの実効性

・2013年 9月 環境エネルギー技術革新計画

・201４年１２月 エネルギー関係技術開発ロードマップ

・2016年 4月 エネルギー・環境イノベーション戦略

・科学的レビューメカニズムの構築（エネルギー情勢分析や判断等

に関する人的NWの形成、DB構築と公開、脱炭素化エネルギー

システム間のコスト・リスク検証手法の開発）

３）技術伝承、人材の確保と育成

・既存設備の保守、新設備の設計・建設

・新技術・新型炉の開発研究

・１０年～３０年の時間軸を考慮した人材配置が必要
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我が国のエネルギー自給率
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化石燃料の調達先
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再生可能エネルギー設備容量の推移
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各国の再生可能エネルギーの比率
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固定価格買取制度
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電気料金の推移（円/ＫＷＨ）

2018年11月30日 シンビオ社会研究会 エネルギー勉強会 26

出典 資源エネルギー庁ＨＰ



2018年11月30日 シンビオ社会研究会 エネルギー勉強会 27



2018年11月30日 シンビオ社会研究会 エネルギー勉強会 28



2018年11月30日 シンビオ社会研究会 エネルギー勉強会 29



2018年11月30日 シンビオ社会研究会 エネルギー勉強会 30



2018年11月30日 シンビオ社会研究会 エネルギー勉強会 31


